
  ○稲敷市政治倫理条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、市政が市民の厳粛な信託によるものであることを認識し、その

受託者たる市長、副市長、教育長（以下「市長等」という。）及び市議会の議員（以

下「議員」という。）は、市民全体の奉仕者としてその人格と倫理の向上に努め、

いやしくもその権限又は地位による影響力を不正に行使して、自己特定の者の利

益を図ることのないよう必要な措置を定めることにより、市政に対する市民の信

頼に応えるとともに、市民が市政に対する正しい認識と自覚を持ち、もって公正

で開かれた民主的な市政の発展に寄与することを目的とする。 

（市長等、議員及び市民の責務） 

第２条 市長等及び議員は、市民の信頼に値する倫理性を自覚し、市民に対し自ら進

んで、その高潔性を明らかにしなければならない。 

２ 市民は、主権者として自らも市政を担い、公共の利益を実現する自覚を持ち、市

長等及び議員に対し、その権限又は地位による影響力を不正に行使させるような

働きかけを行ってはならない。 

（政治倫理基準） 

第３条 市長等及び議員は、次に掲げる政治倫理基準を遵守しなければならない。 

  （１）全体の代表者として品位と名誉を損なうような一切の行為を慎み、その職務

に関して不正の疑惑を持たれるおそれのある行為をしないこと。 

 （２）全体の奉仕者として常に人格と倫理の向上に努め、その地位を利用していか

なる金品その他の財産上の利益を授受しないこと。 

 （３）市が行う工事等の請負契約、下請工事、業務委託及び一般物品納入契約に関

して特定の業者を推薦、紹介する等有利な取り計いをしないこと。 

 （４）市職員等の公正な職務の遂行を妨げ、その職権を不正に行使するよう働きか

けないこと。 

 （５）市職員等の採用、昇格又は異動に関して推薦紹介をしないこと。 

 （６）政治活動に関して、企業、団体等から寄附を受けないものとし、後援団体に

ついても政治的道義的批判を受けるおそれのある寄附等を受けないこと。 

 （７）セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメントその他のその地位を利

用して嫌がらせをし、強制し、又は圧力をかける行為及び人権侵害のおそれの

ある行為をしないこと。 

 （８）稲敷市暴力団排除条例（平成２３年稲敷市条例第１１号）第２条第１号に規

定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員若しくは同条第３号に規定す

る暴力団員等又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者と利害関

係を持たないこと。 

２ 市長等及び議員は、政治倫理に反する事実があるとの疑惑を持たれたときは、自

ら清い態度をもって疑惑の解明に当たるとともに、その責任を明らかにしなけれ

ばならない。 



（請負契約等の辞退） 

第４条 市長等及び議員が役員をし、若しくは実質的に経営に携わっている企業又

は市長等及び議員の配偶者若しくは２親等以内の親族が経営する企業は、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第９２条の２、第１４２

条、第１６６条及び第１８０条の５の規定の趣旨を尊重し、市が行う工事等の請負

契約、業務委託契約及び一般物品納入契約を辞退し（１回の契約につき２０万円未

満の契約を除く。）、市民に疑惑の念を生じさせないよう努めなければならない。 

２ 前項に規定する「実質的に経営に携わっている企業」とは、次に掲げるものをい

う。 

 （１）市長等及び議員が資本金その他これに準ずるものの３分の１以上を出資して

いる企業 

 （２）市長等及び議員が株式会社の株式を３分の１以上保有している企業 

 （３）市長等及び議員が年額５万円以上の報酬（顧問料等その名目を問わない。）

を収受している企業 

  （４）市長等及び議員がその経営方針又は主要な取引に関与している企業 

３ 前２項の規定に該当する市長等及び議員は、市民に疑惑の念を生じさせないた

め、責任をもって関係企業における工事等の請負契約、業務委託及び一般物品納

入契約の辞退届を提出しなければならない。 

４ 前項の辞退届は、市長等及び議員の任期開始の日から３０日以内に、市長及び議

員にあっては議長に、副市長、教育長及び議長にあっては市長に提出するものとす

る。 

５ 市長及び議長が、前項の辞退届を受理したときは、相互にその写しを送付しなけ

ればならない。 

６ 市長は、辞退届の提出状況を広報紙等で速やかに公表しなければならない。 

（指定管理者の指定の禁止） 

第５条 前条第１項に規定する企業又は市長等及び議員並びにその配偶者若しくは

２親等以内の親族が役員をしている団体は、法第２４４条の２第３項に規定する

指定管理者となることができない。ただし、市長等にあっては、第３条第１項第３

号に規定する法人を除く。 

（所得税等納付状況報告書） 

第６条 議員は、毎年６月１日から６月３０日までに、所得税、市県民税、固定資産

税、自動車税、軽自動車税及び国民健康保険税の前年度分の納付状況を記載した所

得税等納付状況報告書(以下「納付状況報告書」という。)に規則で定める証明書類

を添えて、議長に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する納付状況報告書の提出期限後に公職選挙法(昭和２５年法律第１

００号)第３３条又は第１１３条若しくは第１１４条の規定により行われた選挙に

おいて当選した者(当該選挙前に議員として前項の規定による報告を行っているも

のを除く。)は、当該選挙の当選証書の交付を受けた日から６０日以内に、納付状

況報告書に前項の証明書類を添えて、議長に提出しなければならない。 



３ 議長は、前２項の規定により提出された納付状況報告書を、当該議員の任期満了

となる年度の末日まで保管しなければならない。 

４ 市民(稲敷市選挙人名簿に登録されている者をいう。以下同じ。)は、議長に前項

の規定により保管されている納付状況報告書の閲覧を請求することができる。ただ

し、第１項及び第２項の規定により提出された証明書類は、閲覧の対象としない。 

（政治倫理審査会の設置） 

第７条 政治倫理確立のために必要な調査及び審査を行うため、地方自治法第１３

８条の４第３項の規定に基づき、稲敷市政治倫理審査会（以下「審査会」という。）

を置く。 

２ 審査会の委員は、６人とし、委員は地方自治の本旨に理解があり、かつ政治倫理

等の審査に関し専門的知識を有する者及び地方自治法第１８条に規定する選挙権

を有する市民のうちから、市長が公正を期して委嘱する。 

３ 審査会の委員の任期は４年とし、再任を妨げない。また、委員の定数に欠員が生

じた場合は、市長は速やかにこれを補充するものとし、補充された委員の任期は、

前任者の残任期間とする。ただし、委員は、任期が満了した場合においても、後任

の委員が委嘱されるまでの間は、その職務を行う。 

（審査会の職務） 

第８条 審査会は、次に掲げる職務を行う。 

 （１）第１１条第１項の請求を受けた市長又は議長の諮問に応じて調査の対象とな

った市長等又は議員に意見陳述の機会を与え、調査及び審査を行い、その結果

を報告すること。 

 （２）前号に定めるもののほか政治倫理に関し、諮問に応じて審議及び報告をする

こと。 

（審査会の会議） 

第９条 審査会に会長及び副会長をそれぞれ１名ずつ置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の中から互選する。 

３ 会長は、審査会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

５ 審査会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が議長（以下「審

査会の議長」という。）となる。ただし最初に行われる審査会の招集は、市長が行

うものとする。 

６ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

７ 審査会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、審査会の議

長の決するところによる。 

８ 審査会の会議は、公開するものとする。ただし、やむを得ず非公開とするときは、

出席委員の３分の２以上の同意を必要とする。 

９ 審査会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。またその職を退い

た後も同様とする。 



１０ 前９項に定めるもののほか、会議の運営等に関し必要な事項は、会長が定める。 

（審査会の委員の報酬及び費用弁償） 

第１０条 審査会の委員の報酬及び費用弁償は、稲敷市特別職の職員で非常勤のも

のの報酬及び費用弁償に関する条例（平成１７年稲敷市条例第３７号）の定めによ

る。 

（市民の調査請求） 

第１１条 市民は、第３条から第６条までの規定に違反する事由があるときは、これ

を証する資料を添えて、市長及び議員にあっては議長に、副市長、教育長及び議長

にあっては市長に調査を請求することができる。 

２ 市長又は議長は、前項に定める調査請求を受けたときは、調査請求書の記載事項

及び添付書類の内容について審査し、調査請求に不備があるときは、請求のあった

日から３０日以内にその補正を命ずることができる。 

３ 市長又は議長は、前項の定めにより調査の請求がなされたときは、調査請求書

（添付資料を含む。）の写しを速やかに審査会に提出し、調査を求めなければなら

ない。 

４ 審査会は、前項の規定により調査を求められたときは、調査を求められた日から

原則として６０日以内にその調査結果について報告書を作成し、市長又は議長に

提出しなければならない。ただし、やむをえない理由により調査ができない場合

においては、３０日を上限に期間を延長することができる。 

５ 市長及び議長は、前項の定めによる報告の結果を尊重し、調査結果を決定すると

ともに、その報告があった日から７日以内に、請求者に通知しなければならない。 

（調査結果の広報） 

第１２条 市長又は議長は、前条第５項で定める決定をした場合は、広報紙等で速や

かに公表しなければならない。 

（職務関連犯罪容疑による起訴後の説明会） 

第１３条 市長等及び議員が、刑法（明治４０年法律第４５号）第１９７条から第１

９７条の４までの各条及び第１９８条に定める罪並びに公職にある者等のあっせ

ん行為による利得等の処罰に関する法律（平成１２年法律第１３０号）に定める罪

その他職務に関連する犯罪（以下「職務関連犯罪」という。）の容疑による起訴後、

引き続きその職にとどまろうとするときは、市長及び議員にあっては議長に、副市

長、教育長及び議長にあっては市長に、市民に対する説明会の開催を求めなければ

ならない。この場合、当該市長等又は議員は、説明会に出席し釈明しなければなら

ない。 

２ 市民は、前項の定めによる説明会が開催されないときは、法第１８条に定める選

挙権を有する者５０人以上の連署をもって、説明会の開催を請求することができ

る。 

３ 前項の開催請求は、起訴後の説明会にあっては起訴された日から５０日以内に、

市長及び議員にあっては議長に、副市長、教育長及び議長にあっては市長に対し行

うものとする。 



４ 市長又は議長は、前３項に定める開催請求のあったときは、説明会開催の適否を

決定し、告示するとともに請求者に対して通知する。 

（一審有罪判決後の説明会） 

第１４条 前条の規定は、市長等又は議員が一審有罪判決の宣告を受け、なお引き続

きその職にとどまろうとする場合に準用する。この場合において前条中「起訴後」

とあるのは「一審有罪判決後」と読み替えるものとする。ただし、開催請求の期間

は、判決のあった日から３０日を経過した日以後２０日以内とする。 

（刑の確定後の措置） 

第１５条 市長等又は議員が第１３条第１項に定める罪により有罪判決の宣告を受

け、刑が確定したときは、公職選挙法第１１条第１項の定めにより失職する場合

を除き、当該市長等又は議員は、市民全体の代表者としての品位と名誉を守り、

市政に対する市民の信頼を回復するため、辞職手続きをとるものとする。 

(条例の見直し) 

第１６条 この条例は、社会情勢の変化、市民の意見等を踏まえ、必要に応じて見直

しを行うものとする。 

（委任） 

第１７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。 

附 則 

 この条例は、平成２２年１２月２２日から施行する。 

附 則 

  この条例は、令和４年１２月２２日から施行する。 


